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ごあいさつ�

　株主の皆様には、ますますご清祥のことと心からお喜
び申しあげます。�
　平素は格別のご支援を賜り、有り難く厚くお礼申しあ
げます。�
　さて、第９４期中間事業報告書をお届けするにあたり
まして、一言ごあいさつ申しあげます。�
　当上半期のわが国経済は、輸出や設備投資の増加によ
り景気は回復軌道を辿り、個人消費は持ち直しの兆候を
見せましたものの、本格的な回復には至りませんでした。�
　当社グループの属する業界におきましても、原油をは
じめ原材料価格の上昇によって採算が悪化するなど、引
き続き厳しい環境に置かれました。�
　このような状況のもと、当社グループは独自素材の開
発力と一貫生産の強みを背景に、ブランドを活用した商
品展開を進め、中国や欧米などグローバルな展開を図る
とともに、需要家との共同開発をもとにした高付加価値
商品への転換を進めました。�
　当中間期においては、化成品事業の需要回復や連結対
象会社の増加などにより、連結売上高は、１３億６千万
円増収の３２９億９千４百万円となりました。利益面にお
いては、原材料価格の上昇などの影響を受けて、営業利
益は８億６百万円となり、前年同期比減益となりました
が、持分法適用会社の収益改善や支払利息減少等の増益
要因により、経常利益では７億５千６百万円、中間純利
益は３億８千９百万円となりました。�
　なお、当中間期における単独決算につきましては、売
上高１９５億５千２百万円、経常利益１億８千５百万円と
なり、中間純利益は１億２百万円減益の８千５百万円に
とどまりました。�
　以上のような状況から、中間配当につきましては見送
らせていただきましたので、なにとぞ事情ご賢察のうえ、
格別のご理解を賜りますようお願い申しあげます。�

　今後の見通しにつきましては、原油の高騰による世界
景気の減速懸念があるものの、緩やかな景気拡大が続く
ものと見られております。しかしながら、個人消費の動
向は不安定な雇用環境や社会保険料の負担増などにより、
不透明な状況が予想されます。�
　当社グループといたしましては、コア技術による素材
開発力と国内外に軸足をおいた生産体制の強みを基盤に、
市場の変化を先取りし、「顧客満足」の実現に取り組む
とともに、原材料価格の上昇に対応した諸施策を実施し
てまいります。�
　衣料品・生活資材事業では、国内外の生産販売機能の
連携により、素材開発を基盤に、新たなグローバル戦略
を強化してまいります。さらに、かゆみ鎮静化繊維の製
品化を着実に進展させる一方、そのベースとなった消臭
繊維「デオメタフィ」のアレルゲン吸着・分解機能を活
用して商品展開の幅を広げてまいります。�
　化合繊・機能資材事業では、機能資材部門において、
独自技術の優位性を基盤に、環境関連分野をはじめ各方
面で事業領域を拡大する一方、好調なＩＴ関連分野への
機能資材の拡販に注力するとともに、新たに参入いたし
ましたワイヤー事業の本格的な展開を図ってまいります。
合繊レーヨン部門においては、環境素材と原料からの開
発体制の強みを活かし、新規機能素材の開発と用途展開
を進めることにより、事業領域の拡大に取り組んでまい
ります。�
　化成品・ゴム事業では、中国での電子部品生産拠点を
最大限活用するほか、工業用スポンジゴムの新規商品開
発とアジアに向けた海外展開を拡大してまいります。�
　さらに、当社が最重要地域と位置づける中国において、
一層の事業拡大を進めるために、蘇州大和針織服装有限
公司での設備増強、および合弁企業への参画を行うこと
といたしました。これらにより、収益体制の強化に努め、
長期安定的な企業価値の向上を目指してまいります。�
　どうか株主の皆様には引き続き倍旧のご支援とご理解
を賜りますようお願い申しあげます。�
　�
�
　　　平成１６年１２月�
               �
�
　　　　　　　取締役社長 
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決算ハイライト� セグメント別の営業概況�

〈 衣料品・生活資材事業〉�
　製品部門では、衣料品は猛暑の影響により秋口商戦の遅
れが出るなか、売上は前期並みを確保しましたが、原材料
費の上昇により減益となりました。生活資材品は国内市場
の縮小傾向から減収減益となりました。繊維素材部門では、
特化素材を軸とした商品展開に注力したことにより、増収
増益となりました。�
　以上の結果、当事業の売上高は１２９億５千６百万円（前
年同期比１.５％増）となり、営業利益は１億９千７百万円（同
４４.７％減）となりました。�
�

〈化合繊・機能資材事業〉�
　合繊レーヨン部門では、安価な輸入品が流入するなか、
客先との共同開発をはじめ、新商品の開発、製品販売に力
を入れましたが、コスト上昇による採算悪化のため、増収
減益となりました。�
　機能資材部門では、ドライヤーカンバス関連は、客先で
の設備統合、製品価格の低迷などの影響で、減収減益とな
りました。機能製品関連は、ＩＴ関連業界の需要の伸びに
より、カートリッジフィルターが堅調に推移しましたが、
資材織物関連ではグループ企業の再編による数量減で減収
となりました。利益面では、高付加価値品へのシフトが進
み増益となりました。�
　以上の結果、当事業の売上高は１５４億９千７百万円（前
年同期比０.７％増）となり、営業利益は５億８千５百万円（同
７.０％減）となりました。�
�

〈化成品・ゴム事業〉�
　化成品部門では、家庭用ゲーム機関連は振るいませんで
したが、携帯電話関連は需要が回復し、増収増益となりま
した。�
　ゴム部門では、工業用スポンジは自動車関連、建材用途
のほか、新規開発商品が健闘し、増収増益となりました。
　以上の結果、当事業の売上高は２９億５千５百万円（前
年同期比２５.９％増）となり、営業利益は８千４百万円と黒
字転換いたしました。�
�

〈その他事業〉�
　その他事業では、ホテル部門は旅行代理店との積極的な
取り組みにより、増収増益となりました。また、当上半期
よりエンジニアリング部門が新たに連結に加わりましたが、
公共工事削減の影響を受け、収益面で苦戦を強いられまし
た。�
　以上の結果、当事業の売上高は新規連結の影響で、２０
億３千６百万円（前年同期比３５.０％増）となりましたが、
営業損失は６千１百万円となりました。�
（各事業セグメントの売上高には、事業収益の測定のためセグメント間の内部売上高を含めております。）�
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中間連結貸借対照表の要旨（平成１６年９月３０日現在）�

中間連結財務諸表�

５� ６�

（　資　産　の　部　）�

流　動　資　産�

現 金 及 び 預 金 �

受 取 手 形 及 び 売 掛 金 �

棚 卸 資 産 �

そ の 他 �

貸 倒 引 当 金 �

有形固定資産�

建 物 及 び 構 築 物 �

機 械 装 置 及 び 運 搬 具 �

土  地�

そ の 他 �

無形固定資産�

投資その他の資産�

投 資 有 価 証 券 �

そ の 他 �

貸 倒 引 当 金 �

繰　延　資　産�

資　　産　　合　　計� ９０,２３７�８６,９０３�
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長 期 借 入 金 �
退 職 給 付 引 当 金 �
事 業 構 造 改 革 引 当 金 �
預 り 保 証 金 �
再評価に係る繰延税金負債�
そ の 他 �

（少数株主持分）�
少数株主持分�

（　資　本　の　部　）�
資 本 金 �
資 本 剰 余 金 �
利 益 剰 余 金 �
土 地 再 評 価 差 額 金 �
その他有価証券評価差額金�
為 替 換 算 調 整 勘 定 �
自 己 株 式 �

負債、少数株主持分及び資本合計� ９０,２３７�

科　　　　　　目�

（単位：百万円）�

中間連結キャッシュ・フロー計算書の要旨（平成１６年４月１日から平成１６年９月３０日まで）�
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中間連結損益計算書の要旨（平成１６年４月１日から平成１６年９月３０日まで）�

営　業　収　益�
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営 業 外 費 用�

経　常　利　益�
特　別　利　益�

（ うち 固 定 資 産 売 却 益 ）�
（うち投資有価証券等売却益）�

特　別　損　失�
（うち投資有価証券等売却損）�
（うち投資有価証券等評価損）�
（うち事 業 構 造 改 革 費 用）�
（うち不動産転売斡旋引当金繰入額）�

税金等調整前中間（当期）純利益
法人税、住民税及び事業税�
法 人 税 等 調 整 額 �
少 数 株 主 利 益（ 減 算 ）�
中 間（ 当 期 ）純 利 益 �

科　　　　　　目�

３２,９９４�
３２,９９４�
３２,１８８�
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５,７３２�
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４９７�
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（－）�
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３５�

６３,７６５�
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６１,６４１�
５０,８６１�
１０,７７９�
２,１２４�
９３４�
１,０２４�
２,０３３�
１,３４８�
（１,１８６）�
（１６２）�
８０３�
（７２）�
　（５）�
（４６０）�
（１２０）�
２,５７８�
２３８�
６４７�
５３０�

８８,５９８�

（８８,５９８）�

３１,２３４�

４,８２７�

１７,２５３�

６,９６２�

２,５９４�

△４０２�

３８,１５２�

８,２２５�

７,１９０�

２１,８９１�

８４５�

８２６�

１８,３０１�

１３,８０８�

４,８６８�

△３７４�

８２�

８８,５９８�

（６０,０８２）�
３３,１９０�
１２,４７１�
１５,５３３�
１,６００�
３,５８５�
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３７１�
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５４３�

（２７,９７１）�
１８,１８１�
７４１�
５,７１０�
４,７８９�
１,２９０�
△２,７２２�

△１８�

（９０,２３７）�

３３,２８８�

５,２９５�

１６,５２８�

７,４５３�

４,３８３�

△３７２�

３７,７８８�

８,５７７�

７,２６２�

２１,３３１�

６１７�

８４０�

１８,２２６�

１２,５７８�

６,０３４�

△３８６�

９３�

前中間期（９３期）�

（８６,９０３）�

３０,５８８�

４,１２８�

１７,２８３�

７,１３９�

２,４８７�

△４４９�

３７,７５２�

８,１７０�

７,１４４�

２１,８８５�

５５１�

８２１�

１７,６６２�

１３,２１２�

４,８３９�

△３８９�

７８�

当中間期（９４期）� 前期（９３期）� 前中間期（９３期）�

８６,９０３�

（５８,８７８）�
３３,１１２�
１３,０２８�
１４,２００�
２,２００�
３,６８４�
２５,７６５�
７,６００�
５,５１９�
３,３６５�
３０２�
４,１２９�
３,２７３�
１,５７４�
（５６２）�
５６２�

（２７,４６２）�
１８,１８１�
７４１�
５,６９０�
４,７８９�
８９３�

△２,８１５�
△１９�

当中間期（９４期）� 前期（９３期）�

前中間期（９３期）�

２,０８１�

△８２５�

△２,００９�

△１８�

△７７２�

４,５５５�

４２�

３,８２６�

当中間期（９４期）� 前期（９３期）�
３１,６３４�
３１,６３４�
３０,６２５�
２５,１６４�
５,４６１�
１,００８�
２６７�
６５６�
６２０�
１,０５７�
（１,００８）�
（４９）�
５５８�
（１８）�
（４２）�
（４７３）�
（－）�
１,１１９�
８２６�
△１４９�
３２０�

前中間期（９３期）�当中間期（９４期）� 前期（９３期）�

１２１�３８９� １,１６０�

（単位：百万円）�



前中間期（９３期）�当中間期（９４期）� 前期（９３期）�

７８,１７４� ７９,５１７�７７,２９０�

前中間期（９３期）�当中間期（９４期）� 前期（９３期）�

７８,１７４� ７９,５１７�７７,２９０�

前中間期（９３期）�当中間期（９４期）� 前期（９３期）�

７� ８�

中間貸借対照表の要旨（平成１６年９月３０日現在）�

（　資　産　の　部　）�
流　動　資　産�

現 金 ・ 預 金 �
受 取 手 形 ・ 売 掛 金 �
棚 卸 資 産 �
繰 延 税 金 資 産 �
そ の 他 �
貸 倒 引 当 金 �

有形固定資産�
建 物 �
機 械 装 置 �
土 地 �
そ の 他 �

無形固定資産�
投資その他の資産�

投 資 有 価 証 券 �
関 係 株 式 ・ 出 資 金 �
長 期 貸 付 金 �
繰 延 税 金 資 産 �
そ の 他 �
貸 倒 引 当 金 �

繰　延　資　産�

資　　産　　合　　計�

科　　　　　　目�

（単位：百万円）�

中間損益計算書の要旨（平成１６年４月１日から平成１６年９月３０日まで）�

３８,４３４�
３８,４３４�
３７,３４６�
３２,４８２�
４,８６３�
１,０８８�
４４１�
７３９�
７９０�
２６６�
（１４２）�
２５０�
（２１）�
（１２０）�
８０６�
△２２９�
５６２�
４７３�
５９０�
１,０６４�

営　業　収　益�
売 上 高 �

営　業　費　用�
売 上 原 価 �
販 売 費 及 び 一 般 管 理 費 �

営　業　利　益�
営 業 外 収 益 �
営 業 外 費 用�

経　常　利　益�
特　別　利　益�

（うち投資有価証券売却益）�
特　別　損　失�

（うち投資有価証券等評価損）�
（うち不動産転売斡旋引当金繰入額）�
税 引 前 中 間（ 当 期 ）純 利 益 �
法 人 税 、住 民 税 及び 事 業 税 �
法 人 税 等 調 整 額 �
中 間（ 当 期 ）純 利 益 �
前 期 繰 越 利 益 �
中間（当期）未処分利益�

科　　　　　　目�

（　負　債　の　部　）�
流　動　負　債�

支 払 手 形 �
買 掛 金 �
短 期 借 入 金 �
社 債（１年 以 内 償 還 予 定 ）�
未 払 費 用�
そ の 他 �

固　定　負　債�
社 債 �
長 期 借 入 金 �
預 り 保 証 金 �
再評価に係る繰延税金負債�
退 職 給 付 引 当 金 �
関 係 会 社 事 業 損 失引当金 �
そ の 他 �

（　資　本　の　部　）�
資 本 金 �
資 本 剰 余 金 �
利 益 剰 余 金 �
土 地 再 評 価 差 額 金 �
その他有価証券評価差額金�
自 己 株 式 �

負債及び資本合計�

科　　　　　　目�

（単位：百万円）�
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２６,９５１�
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３７,１５５�
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中間財務諸表（単独）�

１９,０４２�
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９� １０�

 平成１６年９月３０日現在�

会社が発行する株式の総数 ２７８，８１１，０００株�

発 行 済 株 式 総 数 １３６，６０５，１５８株�
（注）上記のうち５６,６０６株を自己株式として保有しております。�

株 　 　 主 　 　 数 １８,４３８名�
�

大　株　主�

連結子法人等は２８社、持分法適用会社は１０社です。�
主な会社は以下のとおりです。�

（注）１ 資本金は百万円未満の端数を切り捨てて表示しております。�
　　　２ 議決権比率欄の下段カッコ内の数字は、当社子会社の持株を�
 含めた議決権比率であります。�

カンボウプラス株 式 会 社 �１，０２０� １００．０�

スフ綿・スフ糸の製

造、販売�

製紙用カンバス・合

繊綿・不織布の販売�

ダイワボウレーヨン株式会社�１，２００� １００．０�

綿・化合繊布等の染

色、樹脂防水加工�

ダイワボウアドバンス株式会社� ８０� １００．０� 衣料品の販売�

ダイワボウポリテック株式会社� ５０� １００．０�
合繊綿・不織布・産

業資材の製造�

ダ イワ シ ザ イ 株 式 会 社 � ４５� １００.０�

紡績糸・織物の製造�ダイワボウマテリアルズ株式会社� ５０� １００.０�

大 洋 化 成 株 式 会 社 � ４９０� １００．０�
電気機器組立、レジャ

ー機器の製造、販売�

大 和 紡 観 光 株 式 会 社 � ５０� １００．０� ホ テ ル 業�

共 和 株 式 会 社 �１４８� １００．０� 不 動 産 業�

ＤＡＩＷＡ  ＤＯ  ＢＲＡＳＩＬ�
ＴＥＸＴＩＬ  ＬＴＤＡ�

Ｐ.Ｔ. ダヤニ・ガーメント・インドネシア�
４，９２９�
百万ルピア� ５６．３� 衣料品の縫製�

（出資金）�
１２，０００�
千レアル�

９０．０� 綿 紡 績�

蘇州大和針織服装有限公司�

３，３００�
千ＵＳドル� ７５.０�

産業用織物の製造、

販売�

（出資金）�
５，４９８�
千ＵＳドル�

７６.７� 衣料品の縫製�

ダイワボウ情報システム株式会社�

Ｐ.Ｔ. ダイワボウ・インダストリアル・�
ファブリックス・インドネシア�

９，３１８� １９.１�
（２３．７）�

情報処理機器・通信

機器の販売�

株 式 会社オーエム製作所�１，６６０� ２７.３�
工作機械、自動機械の

製造、販売�

５,１７０� ３.８３�

５,０１４� ３.７１�

みずほコーポレート銀行� ４,０８６� ３.０２�

第 一 生 命 保 険 相 互 会 社 � ４,０００� ２.９６�

日 本 証 券 金 融 株 式 会 社 � ３,８７９� ２.８７�

日本 興 亜 損 害 保 険 株 式 会 社 � ３,３２８� ２.４６�

日 本 ト ラ ス テ ィ・ サ ー ビ ス�
信 託 銀 行 （ 信 託 口 ）� ２,６３８� １.９５�

株式会社�

Ｕ Ｆ Ｊ 銀 行 �株式会社�

日 本 マ ス タ ー ト ラ ス ト �
信 託 銀 行 （ 信 託 口 ）�

平成１６年９月３０日現在�

株式の状況�

株　　　　主　　　　名� 所有株式数�
（千株）�

議決権比率�
（％）�

重要なグループ会社の状況�

会　　　　社　　　　名� 資本金�
（百万円）�

議決権比率�
　  　 （％）�

主要な事業内容�



役　員�

従業員の状況�

会社の概要�

株 主 メ モ �

 平成１６年９月３０日現在�

取締役会長 武 藤 治 太�
（代表取締役）　　　　　　　　　　　　�

取締役社長 菅 野 　 肇�
（代表取締役）　　　　　　　　　　　　�

専務取締役 田 村 紀 男�
（代表取締役）　　　　　　　　　　　　�

常務取締役 小 林 武 紀�

常務取締役 阪 口 政 明 �

取　締　役 長 　 裕 美�

取　締　役 北 　 孝 一 �

取　締　役 山 村 芳 郎 �

取　締　役 門 前 英 樹 �

常勤監査役 吉 本 隆 太 郎�

監　査　役 白 木 健 智 �

監　査　役 近 江 紘 一 �
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昭和１６年４月１日�
１８，１８１，６４７，３００円�
大阪市中央区久太郎町３丁目６番８号 御堂筋ダイワビル�
電話（０６）６２８１－２３２５�
東京都中央区日本橋人形町２丁目２６番５号 日通人形町ビル�
電話（０３）４３３２－８２２０�
http://www.daiwabo.co.jp

連 　 結 � ４，３５０名�

単 　 独 � ３８４名�

（注）常勤監査役　吉本隆太郎、監査役　近江紘一の両氏は、株式会社の監
査等に関する商法の特例に関する法律第１８条第１項に定める社外監
査役であります。�

平成１６年９月３０日現在�

（お問い合せ先）�

決　　算　　期　３月３１日�
定時株主総会　３月３１日の翌日から３か月以内�
基　　準　　日　３月３１日�

その他必要があるときは、あらかじめ公告して�
定める日�

公告掲載新聞　日本経済新聞�
なお、貸借対照表および損益計算書は、当社ホー
ムページに掲載しております。�
ホームページアドレス　http://www.daiwabo.co.jp/kessan/index.html�

名義書換代理人　ＵＦＪ信託銀行株式会社�
同事務取扱場所　大阪市中央区伏見町３丁目６番３号（〒５４１－８５０２）�
 ＵＦＪ信託銀行株式会社　大阪支店証券代行部�
　　　　　　　　電話（通話料無料）０１２０－０９４－７７７�
同　取　次　所　ＵＦＪ信託銀行株式会社　本店・各支店�
　　　　　　　　野村 證 券 株 式 会 社　本店・各支店�

※株式関係のお手続き用紙のご請求は、次のＵＦＪ信託銀行の電話お
よびインターネットホームページでも２４時間承っております。�

電　話（通話料無料）　０１２０－２４４－４７９（本店証券代行部）�
　　　　　　　　　　　０１２０－６８４－４７９（大阪支店証券代行部）�
ホームページアドレス　http://www.ufjtrustbank.co.jp/�

単元未満株式（１,０００株未満の株式）の買取請求を上
記の名義書換代理人にて受け付けております。なお、
株券等保管振替制度により株券を証券会社等に預
託されている場合には、お取引の証券会社等にお
申し出ください。�
「株券失効制度」が創設され、株券を喪失された
場合の再発行手続きがより簡便となりました。詳
細は名義書換代理人にご照会ください。�
東京・大阪�

単元未満株式�
の 買 取 請 求 �

株券失効制度�

上場証券取引所�



トピックス�

中国ビジネスの今後の展開について�

　中国は、世界の生産工場のみならず、巨大マーケット
としても急速に発展を遂げており、全世界から注目され
ております。�
　当社におきましても、目前に迫ったクォータ制度（対
米繊維輸出の数量規制）撤廃後の中国の輸出拡大を見据
え、中国ビジネスを更に拡大してまいります。�
　既に７月１日付で、中国・上海市に上海事務所を設立
し、続いて１０月１日付で、グローバルな企画立案機能
と戦略的事業運営の強化を図るため、本社内に国際開発
部を設置いたしました。�
　当社は、平成６年に中国・蘇州市において「蘇州大和
針織服装有限公司」を設立し、ニットカジュアルや紳士
婦人コートなどの縫製で順調に業容を拡大してまいりま
したが、江蘇省太湖に紳士婦人パジャマの生産を行う第
３工場を開場し、本年１１月より量産開始の運びとなり
ました。�
　また、このたび中国・山東省の先染織物、後染織物製
造の合弁新会社（青島即髪龍山染織有限公司）へ出資お
よび技術指導を含めて参画することといたしました。こ
れによって、当社の国内子会社で生産した二重構造糸、
機能加工糸、特殊混紡糸、空紡糸「エアコンパクト」な
どの差別化原糸を同社にてテキスタイル化し、インドネ
シア・中国の子会社で製品化するほか、日本や欧米に販
売する計画です。�
　当社は、中期経営３カ年計画「ニューステージ２１」
において、中国を最重要地域の１つとして位置付けてお
り、これらによって
国際ビジネスの体制
を整え、中国ビジネ
スの拡大を一層加速
してまいります。�

１３�


